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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２９年２月７日（平成２９年（行個）諮問第２５号） 

答申日：平成２９年５月２９日（平成２９年度（行個）答申第３６号） 

事件名：本人に係る「公務災害の認定について（通知）」の不訂正決定に関す

る件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「公務災害の認定について（通知）（特定文書番号）」（以下「本件文

書」という。）に記録された保有個人情報（以下「本件対象保有個人情

報」という。）の訂正請求につき，不訂正とした決定については，審査請

求人が訂正すべきとする部分を不訂正としたことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）２７条１項の規定に基づく訂正請求に対し，平成２８年４月２６日

付け防人給第８８０６号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」

という。）が行った不訂正決定（以下「原処分」という。）の取消しを求

める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書（標題は「異議申

立書」である。）によると次のとおりである（意見書は省略した。）。 

不訂正とされた文書を見ますと，特定文書番号と発簡番号があり，特定

地方総監名の記載もありますが，日付の記載がなく，また，総監の公印も

押されていない。 

そして，文書の形式を見ますと，とう点（、）を使用せずカンマ（，）

を使用している事が判明しました。 

周知のように，文書のルールはとう点（、）を使用した場合句点（。）

を使う事が決められております。 

本文書においては，カンマ（，）と句点（。）が使われておりルール違

反の文書となります。 

さらに筆跡を見ますと先に開示された文書と類似しております。 

以上のことから，本文書はきわめて信用性のない文書であり，真正な文

書とは考えられない。 

したがって，偽造文書の疑いもあり訂正すべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 
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 １ 経緯 

本件訂正請求は，平成２７年１２月４日付け防人給第１９０７８号によ

り開示した本件文書に日付を入れ，公印を押印するよう及び傷病名腰椎々

間板ヘルニアを記載するよう求めるものであり，本件訂正請求に該当する

箇所について確認した結果，本件訂正請求に理由があると認められなかっ

たことから，法３０条２項の規定に基づき，平成２８年４月２６日付け防

人給第８８０６号により不訂正決定（原処分）を行ったところ，原処分に

対して審査請求がされたものである。 

 ２ 不訂正とした理由について 

本件文書は，決裁原議の写しであり，日付を記載することや公印を押印

する必要はなく，また，同文書は傷病名を記録する必要はないことから，

日付及び傷病名の記載がないこと，また，公印が押印されていないことを

もって，「保有個人情報の内容が事実でない」とは認められず，当該訂正

請求に理由があるとは認められないため，不訂正とした。 

３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，不訂正とされた行政文書には「特定文書番号と発簡番号

があり，特定地方総監名の記載もありますが，日付の記載がなく，また，

総監の公印も押されていない」などとして原処分の取消しを求めるが，上

記２のとおり本件訂正請求に理由があると認められなかったことから，原

処分を行ったものであり，審査請求人の主張には理由がなく，原処分を維

持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年２月７日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年３月１４日     審査請求人から意見書を収受 

   ④ 同年５月１７日     審議 

   ⑤ 同月２５日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件訂正請求等について 

  本件訂正請求は，本件文書に記録された保有個人情報（本件対象保有個

人情報）について，その一部の訂正を求めるものであり，処分庁は，法２

９条の当該訂正請求に理由があると認めるときに該当しないとして，不訂

正とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，審査請求書において，上記第２の２のとお

り，本件文書には日付の記載がなく，総監の公印が押されていないとして，

本件文書を訂正するよう求めるが，諮問庁は原処分を妥当としている。 

以上を踏まえ，以下，本件対象保有個人情報の訂正請求対象情報該当性
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について検討する。 

２ 訂正請求対象情報該当性について  

（１）訂正請求の対象情報について   

ア 訂正請求については，法２７条１項において，同項１号ないし３号

に該当する自己を本人とする保有個人情報について，その内容が事実

でないと思料するときに行うことができると規定されている。 

イ また，訂正請求者は，開示を受けた保有個人情報のうち，①どの部

分（「事実」に限る。）につき，②どのような根拠に基づき当該部分

が事実でないと判断し，③その結果，どのように訂正すべきと考えて

いるのか等について，請求を受けた行政機関の長が当該保有個人情報

の訂正を行うべきか否かを判断するに足る内容を，行政機関の長に自

ら根拠を示して明確かつ具体的に主張する必要がある。そして，請求

を受けた行政機関の長が，当該訂正請求に理由があると認めるときは，

法２９条に基づき，当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達

成に必要な範囲内で，当該保有個人情報の訂正をしなければならず，

一方，訂正請求者から明確かつ具体的な主張及び根拠の提示がない場

合や当該根拠をもってしても訂正請求者が訂正を求めている事柄が

「事実でない」とは認められない場合には，「当該訂正請求に理由が

あると認めるとき」に該当しないと判断することになる。 

（２）訂正請求対象情報該当性について   

ア 本件対象保有個人情報は，法に基づく保有個人情報開示請求により

処分庁から開示を受けた自己を本人とする保有個人情報であることか

ら，法２７条１項１号に該当する。 

イ 次に，法２７条１項の訂正請求の対象となる「事実」に該当するか

否かを検討する。 

  当審査会において，諮問庁から本件文書の提示を受けて確認したと

ころ，本件文書は，隊員が受けた災害を公務上のものと認定したこと

を海上自衛隊内部で通知する文書（以下「認定通知書」という。）と

して，審査請求人が受けた災害に関して特定地方総監から特定艦長に

対して発出されたものの控えであり，文書の宛先部分に割印が押され

たものであることが認められた。 

また，認定通知書の性質等について，当審査会事務局職員をして諮

問庁に確認させたところ，以下のとおりであった。 

（ア）海上自衛隊災害補償規則（昭和４２年海上自衛隊達第６号）７条

において，海上幕僚長又は地方総監は，公務災害の認定結果を，公

務災害補償通知書等により，補償事務主任者を経由して災害を受け

た者等に通知することとされている。なお，審査請求人に係る公務

災害については，審査請求人が公務災害発生当時乗艦していた護衛
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艦の艦長である特定艦長が補償事務主任者となる。 

（イ）認定通知書は，海上自衛隊内部で，公務災害の認定結果を通知す

るとともに，上記（ア）の公務災害補償通知書等の本人に対する送

付を依頼するために作成されたものである。また，このような文書

の性質上，認定通知書においては，日付の記載は不要としている。 

（ウ）また，本件文書は，実際に発簡された審査請求人の受けた災害に

関する認定通知書ではなく，その控えであり，同文書の原議書に添

付されていた浄書前の案文に，原議書の決裁が終了した段階で発簡

番号を記入したものにすぎないから，本件文書は公印を押す必要が

あるものではない。 

ウ 諮問庁の上記イ（ア）ないし（ウ）の説明に不自然，不合理な点は

なく，その内容は本件文書の体裁（上記イ）とも整合する。 

そうすると，審査請求人の本件訂正請求は，海上自衛隊内部におけ

る通知のために作成される文書において記載の必要がない日付とい

う情報を追加することを求めるとともに，発簡された文書の控えと

して作成された本件文書に公印を押すことを求めるものと認められ

るところ，当該内容は「事実」に反する情報の訂正を求めるもので

はないことから，訂正請求の対象とはならないものである。 

エ したがって，本件対象保有個人情報は，法２９条の保有個人情報の

訂正をしなければならない場合に該当するとは認められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について  

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件不訂正決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報の訂正請求につき，不訂正とし

た決定については，審査請求人が訂正すべきとする部分は，法２９条の保

有個人情報の訂正をしなければならない場合に該当するとは認められない

ので，妥当であると判断した。 

（第４部会） 

委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 


